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業務提携に関するお知らせ 

 

 株式会社極楽湯（以下「極楽湯」という）は、平成 18 年 11 月 17 日開催の取締役会において、株式

会社アスクリンク（以下「アスクリンク」という）と包括的な業務提携を行うことを決議いたしました

ので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 業務提携の目的 

  都市型および女性向けの美と癒しを提供する市場は、様々な業態が参入しつつ拡大している有望市

場と認識しております。そのような市場環境において、アスクリンクは女性向けの岩盤浴を核とした

リラクゼーション施設の開発と運営を進めてまいりました。極楽湯は昨年 100％子会社であります株

式会社ナチュレを設立し、岩盤浴市場に試験的に参入しております。この有望市場の攻略にむけて、

岩盤浴施設の開発・運営実績が豊富なアスクリンクと、温浴業界のリーディングカンパニーである極

楽湯とが業務提携を結ぶことにより、共同によるビジネス開発や両社の事業拡張を図っていくことを

目的としております。 

 

２.業務提携の内容 

  本業務提携は、両社の実施するサービス全般における包括的な提携であり、詳細につきましては今

後協議してまいります。 

  今後両社で協議する具体的な内容につきましては下記のとおりです。 

① 岩盤浴事業を核としたリラクゼーション施設の共同出店 

② 都市型温浴施設の共同開発 

③「癒し」をテーマとした商品開発 など 



 ２

３.両社の会社概要 
（平成 18 年９月 30 日現在） 

(1)商 号 株式会社極楽湯 株式会社アスクリンク 

(2)事業内容 温浴事業 岩盤浴、リラクゼーション開発事業 

(3)設立年月日 昭和 55 年４月 平成 16 年３月 

(4)本店所在地 東京都千代田区麹町二丁目４番地 福岡県福岡市中央区天神五丁目10番11号

(5)代表者 代表取締役社長  新川 隆丈 代表取締役社長 倉石  灯 

(6)資本金の額 20 億 3,028 万 1 千円 1 億 3,887 万 5 千円 

(7)従業員数 130 名 157 名 
有限会社アクア・スプラッシュ 16.3％ 山本  明美 9.6％ 

有限会社リバティ・エール 15.8％ 倉石 灯 9.5％ 

ホスピタリティファンド  株式会社極楽湯 5.6％ 

１号投資事業組合 8.7％ セントケア株式会社 5.6％ 

新川 隆丈   6.6％ 投資事業組合  

(8)大株主構成  

及び持株比率 

日本証券金融株式会社 3.8％ 資生堂ﾋ ｭ゙ー ﾃｨー ﾌｧﾝﾄ゙  5.6％ 

(9)売上高 57 億 59 百万円 (平成18年3月期連結) 6 億 32 百万円 (平成18年3月期単体)

(10)経常利益 3億 48百万円 (平成18年3月期連結) △1億 9百万円 (平成18年3月期単体)

  （注）平成 18 年 11 月 17 日現在、極楽湯はアスクリンクが平成 18 年４月に実施した第三者割当増資によ
る新株発行の際に 1,000 株を引き受けております。なお人的関係については、今後、極楽湯からア

スクリンクへ社外取締役１名を派遣する予定です。 

 

４.日程 

   平成 18 年 11 月 17 日 取締役会決議 

   平成 18 年 11 月 17 日 業務提携契約書締結 

   平成 18 年 11 月 17 日  業務提携開始日 

 

５.今後の見通し 

業績の見通しおよび財政状態に与える影響については軽微であります。 

以  上 


